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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた
株主の皆様に対して交付する書面には記載しておりません。

第45回定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

●　事業報告

「主要な事業内容」

「主要な事業所」

「使用人の状況」

「主要な借入先の状況」

「その他企業集団の現況に関する重要な事項」

「株式の状況」

「新株予約権等の状況」

「社外役員に関する事項」

「会計監査人の状況」

「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

「ご参考　コーポレート・ガバナンス」

●　連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●　計算書類

「貸借対照表」

「損益計算書」

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第45期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株式会社フォーラムエンジニアリング
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主要な事業内容、主要な事業所

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

１ 企業集団の現況

⑴　主要な事業内容（2025年３月31日現在）
機電系エンジニア及びITエンジニアに特化した人材派遣・紹介事業

本 社 東京都港区

営 業 拠 点

仙台フォーラム　　宮城県仙台市
つくばフォーラム　茨城県つくば市
東京フォーラム　　東京都港区
横浜フォーラム　　神奈川県横浜市
浜松フォーラム　　静岡県浜松市
名古屋フォーラム　愛知県名古屋市
大阪フォーラム　　大阪府大阪市
広島フォーラム　　広島県広島市

宇都宮フォーラム　　栃木県宇都宮市
さいたまフォーラム　埼玉県さいたま市
八王子フォーラム　　東京都八王子市
厚木フォーラム　　　神奈川県厚木市
松本フォーラム　　　長野県松本市
京都フォーラム　　　京都府京都市
神戸フォーラム　　　兵庫県神戸市
福岡フォーラム　　　福岡県福岡市

Cognavi India 
Private Limited インド共和国 カルナータカ州 ベンガルール

⑵　主要な事業所（2025年３月31日現在）
①　当社

②　子会社

－ 1 －



2025/05/27 17:52:02 / 24180709_株式会社フォーラムエンジニアリング_招集通知

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

株式会社フォーラムエンジニアリング 4,967名

Cognavi India Private Limited 59名

合 計 5,026名

エンジニア派遣・紹介事業 4,967名 305名増 38.6歳 7.5年

合 計 4,967名 305名増 38.6歳 7.5年

⑶　使用人の状況（2025年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）Cognavi India Private Limitedの使用人数には、同社のDirectorを含んでおります。

②　当社の使用人の状況

（注）当社の使用人のうち、他社で就業している技術者は4,645名となります。

⑷　主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
　　該当事項はありません。

⑸　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　　該当事項はありません。

－ 2 －
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株式の状況

2 会社の現況

①　発行可能株式総数 196,800,000株
②　発行済株式の総数

（自己株式856,394株を含む）
53,419,200株

③　株主数 10,586名
④　大株主

　
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ラ テ ー ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 19,735千株 37.5％

大 久 保 　 　 　 泉 3,999 7.6
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 3,818 7.2

一 般 社 団 法 人 ラ テ ー ル ネ ク ス ト 3,785 7.2

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,351 4.4

佐 　 藤 　 　 　 勉 1,425 2.7

本 　 畑 　 弘 　 人 1,080 2.0

セントラル短資株式会社 1,080 2.0
THE HONGKONG AND SHANGHAI
BANKING CORPORATION LTD-HONG 
KONG PRIVATE BANKING DIVISION-
CLIENT ACCOUNT

1,065 2.0

株式会社sucre 800 1.5

（1）株式の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 当社は自己株式を856,394株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株数は千株未満を切り捨て、表示しております。
３. 持株比率は自己株式を控除して算出し、小数点第２位以下を切り捨て、表示しております。
４. 株式会社sucreは、当社代表取締役である佐藤勉氏が全株式を保有する資産管理会社であります。

－ 3 －
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株式の状況

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数
取締役（監査等委員である取締役及び社
外取締役を除く。） 32,879株 ２名

監査等委員である取締役（社外取締役を
除く。） 2,154株 １名

取締役を兼務しない執行役員 31,353株 14名

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　当社は取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）、監査等委員である取締役
（社外取締役を除く。）及び取締役を兼務しない執行役員を対象に、譲渡制限付株式報酬制度を導
入しております。本制度にもとづき、当期に交付した株式の状況は以下のとおりです。
　なお、2024年7月23日を払込期日とする譲渡制限付株式合計66,386株を、自己株式より振替え
ております。

（注）1．当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２. ④取締役の個人別の報酬等の内
容についての決定に関する方針について」に記載しております。

　　  ２．社外取締役は付与対象外となります。

－ 4 －
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新株予約権等の状況

(2)新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
         該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
         該当事項はありません。
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社外役員に関する事項

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 竹 中 平 蔵

2024年6月25日就任以降に開催された取締役会10回のうち７回出席い
たしました。主に、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づ
き、経営全般の観点から適宜発言を行っております。また、意思決定の
妥当性・適正性を確保するための意見を述べており、適切な監督機能の
役割を担っております。

取締役
（監査等委員） 二 宮 嘉 世

当事業年度に開催された取締役会14回、又、監査等委員会11回のうち
いずれも全てに出席いたしました。金融機関でのリスクマネジメントの
知見や上場企業及び他業種における監査業務の経験等から、当社の経営
における意思決定の妥当性を確保するための助言、提言を行っており、
当社の取締役会の機能強化及び経営監視体制等に充分な役割・責務を果
たしております。また、指名・報酬委員会の委員長として就任以降に開
催された委員会5回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員
候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しており
ます。監査等委員会においても、主に事業会社での豊富な実務経験から
適宜発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 中 　 田 　 華 寿 子

当事業年度に開催された取締役会14回、又、監査等委員会11回のうち
いずれも全てに出席いたしました。異業種・他業界の経営者としての豊
富な経験と高い学識見識を有し、取締役会の意思決定における客観性を
担保するための助言・提言、ガバナンス体制の強化に資することが期待
されていたところ、必要に応じ適切な助言、提言等の意見表明を行って
おり、当社の取締役会の機能強化及び経営監視体制等に充分な役割・責
務を果たしております。また、指名・報酬委員会の委員として就任以降
に開催された委員会5回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の
役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導して
おります。監査等委員会においても、主に事業会社での豊富な実務経験
から適宜発言を行っております。

（3）会社役員の状況
　　社外役員に関する事項
　①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役竹中平蔵氏は、世界経済フォーラム［ダボス会議］理事、慶應義塾大学名誉教授及び
SBIホールディングス株式会社の社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関
係はありません。
・取締役中田華寿子氏は、アクチュアリ株式会社の代表取締役及び株式会社ispaceの社外取
締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　②　当事業年度における主な活動状況

－ 6 －
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 42百万円

（４）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査報酬について、会計監査人の監査計画、監査業務状況、監査業務
時間見積等を勘案の上、実効性のある適切な品質の監査を受ける観点から妥当な水準と判断し、同意
をいたしました。

３. 当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人
（外国におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

また、上記の場合のほか、会計監査人が会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分
や監督官庁からの処分を受けた場合、又は会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的
能力等の観点から、当社の会計監査を遂行するのに不十分であると判断される場合、監査等委
員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。

④ 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人 有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同

法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は会社法第425条第1項に規定する最低責任限度額としております。

－ 7 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a. 当社の取締役及び社員は、定款、組織規程、職務権限規程等の内部諸規定ならびに会社
法をはじめとする関係法令等の理解と実践が、社会規範を順守した行動の基本であるこ
とを強く認識し、営業部門と管理部門にまたがる横縦断的組織編成によって、常に複数
者による業務執行管理体制を整えている。また、倫理観を持って事業活動を行う企業風
土を構築するため、コンプライアンス推進規程を制定・運用し、コンプライアンス体制
の整備及び問題点の把握と解消を図る。

　b. コンプライアンス体制として、当社取締役、執行役員等で構成されるコンプライアンス
委員会を設置しており、取締役会であらかじめ定めた代表取締役を委員長とする。ま
た、同委員会は経営会議に帰属かつ社内他部門とは独立した組織とする。

　c. 取締役会は、事務局を設置し、必要に応じて社外専門家の意見を求め、議案の事前及び
事後チェックを継続する。

　d. 監査等委員会は、取締役会の議事進行、決議事項について意見を述べるとともに、適法
性を監査し、必要に応じて取締役会に対する指摘を行い、取締役会はこれを受けて必要
な是正措置を講じる。

　e. 部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部門とともに法
令遵守体制の整備及び推進に努める。

　f. 当社の取締役及び社員に対して、コンプライアンスの基本原則等の十分な理解を図る目
的で、コンプライアンスの教育・研修を継続的に実施する。なお、子会社におけるコン
プライアンスの教育・研修実施状況等について、当社は適宜、モニタリングを行う。

　g. 当社及び子会社の事業に従事する者からのコンプライアンス違反や法令違反行為等に関
する通報に対して適切な処理を行うため、内部通報規程に基づき内部通報制度を設け
る。また、是正及び改善の必要があるときには、速やかに適切な措置をとる。

　h. 代表取締役直轄の内部監査室を設置し、各部門及び子会社に対し内部監査を行うととも
に業務遂行の適正性、妥当性ならびに適法性を監査、財務報告等の信頼性及びコンプラ
イアンスの観点から内部統制の向上を図る。内部監査室は監査結果等を、代表取締役を
はじめ、取締役会及び監査等委員会へ報告を行う。取締役会及び監査等委員会は、内部
監査室から監査結果の報告等を受けるとともに、重要な事項に関して監査実施の指示を
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

行う。
　i. 当社と利害関係を有しない独立性のある社外取締役を選任し、取締役の職務執行が適正

に行われるよう監督・監査体制の充実性を図り、適法性を確保する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　a. 当社は、株主総会議事録、取締役会議事録、取締役の職務に係る付議申請書・稟議書等

の決裁書類かつ報告書類及び各種契約文書等、取締役の職務の執行に係る情報に関し
て、記録保存規程に基づき保存・管理する。また、取締役又は監査等委員会もしくは内
部監査室等による要請があった場合に備え、適宜、閲覧可能な状態を維持する。

　b. 取締役会事務局は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、継続的な
改善活動を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　全社的なリスク管理、事業活動に伴うリスク管理及び危機管理対策からなるリスク管理体制

を適切に構築し、適宜その体制を見直すことにより有効性を向上させるため、以下の事項を
定める。

　a. リスク管理の全体最適を図るため、リスクマネジメント規程を作成し、全ての取締役及
び社員に対し周知徹底をしている。

　b. 事業活動に伴う各種リスクについては、リスクマネジメント規程に基づき対応するとと
もに、経営会議で審議する。また、リスクマネジメントに係る主管部門は、事業部門等
を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図るとともに、適時かつ正確な
リスク情報が取締役に報告される体制を維持している。

　c. リスクマネジメントに係る主管部門は、全ての取締役及び社員に対して事業活動に伴う
各種のリスクに関する研修等を適宜実施する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　意思決定の機動性を高め、効率的な業務執行を行い、その実効性を向上させるため、以下の

事項を定める。
　a. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関する

規程を定めるとともに、取締役会を原則として月1回開催するほか、必要に応じて適宜臨
時に開催する。また、組織関連規程及び決裁に関する基準等に基づき、意思決定の迅速
化を図り効率的に業務執行を図る。
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　b. 事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図る機関として経営会議を設置し、当社の
全般的な重要事項について審議する。経営会議は、原則として月1回開催する。

　c. 執行役員制度を導入し、日常的な業務執行の権限を執行役員に与えることで取締役会の
意思決定機能及び監督機能の強化、さらに業務執行の効率化を図る。

　d. 事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明
確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

　e. 経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステムの
主管部門を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　a. 当社は「子会社管理規程」に基づき、当社及び子会社から成る企業集団全体の企業価値

の向上を図るため、迅速な意思決定と一体的な経営管理によって、子会社の経営管理を
行う。

　b. 子会社は、その業績及び経営状況に影響を及ぼす重要事項については、当社取締役会へ
の事前審議の対象とし、定期的に報告することとする。また、職務の執行が効率的に行
われることを確保するため、子会社は職務権限の整備やIT等を利用した業務の合理化及
び意思決定の迅速化並びに財務報告の信頼性確保に努めることとする。

　c. 当社の内部監査室が当社及び子会社全体に対して内部監査を実施し、業務の適正を確保
することとする。

　d. 当社は子会社を含む全体のコンプライアンス体制を構築するため、子会社に対しても法
令・定款及び社内規程の遵守を徹底する。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置く事を求めた場合における当該使用人に関
する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査等委員会の当該使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項等

　a. 当社は、監査等委員会の職務を補助する使用人として、他部門に所属する使用人を兼任
スタッフとして設置する。

　b. 監査等委員会は、監査等委員会の職務を補助する使用人に対し、監査業務に必要な事項
を指示できるものとし、当該使用人は、監査等委員会の職務の補助を優先的に取り扱う
ものとする。

　c. 監査等委員会の職務の補助をする使用人の人事考課及び異動については、監査等委員会
と協議の上、決定することとする。
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　d. 当社は、監査等委員会の職務の補助をする使用人に関し、監査等委員会の指揮命令に従
う旨を当社の取締役及び社員に周知徹底する。

⑦ 取締役及び使用人の監査等委員会への報告に関する体制、子会社の役員及び使用人等から報
告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制、及び監査等委員会に報告をし
た者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　a. 取締役及び社員等は内部統制に関する事項等について、取締役会等において、監査等委
員会に定期的な報告を行い、重要事項が生じた場合は、都度報告するものとする。

　b. 子会社の取締役及び社員等から内部統制に関する事項等について報告を受けた者は、当
社監査等委員会に対して、速やかに報告するものとする。また、当社監査等委員会は必
要に応じ報告を求めることができるものとする。

　c. 監査等委員は、取締役会のほか、必要に応じて会議体及び委員会に出席することができ
る。また、当社及び子会社の株主総会議事録、取締役会議事録、その他重要な会議の議
事録及び決裁書類等を常時閲覧できるものとする。

　d. 監査等委員会に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　a. 監査等委員会は、内部監査室からの監査報告を受ける。
　b. 監査等委員会は、内部監査室と内部監査計画について事前協議を行う。
　c. 監査等委員会は、内部監査室に対して、取締役の職務執行に係る監査及び内部統制に係

る事項等を含む重要な事項について監査実施を指示することができる。
　d. 監査等委員会は、代表取締役兼社長執行役員や会計監査人及び内部監査室と定期的に情

報・意見交換を行い、相互連携を図る。
　e. 監査等委員会は、必要に応じて、会社の費用負担により、弁護士、公認会計士その他外

部専門家の助言を受けることができる。

⑨ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員の職務の執行に必要でないことを当社が証明した場合を除き、原則、監
査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。以下、本項におい
て同じ。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ず
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る費用又は債務の処理について、当社が負担及び処理するものとする。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　a. 代表取締役は財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備を経営上の最

重要事項の一つと位置付け、財務報告の信頼性確保を推進する。
　b. 財務報告の信頼性及び金融商品取引法等の関連法令との適合性を考慮したうえ、必要な

是正を行う。
　c. 財務報告の信頼性を確保するため、社内の必要な手続き及び承認を得て、財務情報を社

外に公表する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　a. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　　ⅰ．市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体による不当要求に対し

て、代表取締役等の経営陣以下組織全体が毅然とした態度で対応し、拒絶する。
　　ⅱ．取引先との契約においては、反社会的勢力に伴う暴排条項（反社会的勢力では無い表

明及び反社会的勢力であることが判明した場合に契約解除出来る旨の条項）の記載又は
覚書の締結を義務付けて運用を行う。取締役及び社員についても、自らが反社会的勢力
に該当せずかつ関与しない旨の覚書又は誓約書の提出を義務付ける。

　　ⅲ．不当要求等への対応を所管する部門を定めるとともに、事案発生時の報告及び対応に
係る規程及びマニュアルの整備を行い、警察等関連機関並びに弁護士等の専門家と連携
を平素から保ち、組織的に対処する。

　b. 反社会的勢力排除に向けた整備状況
　　 当社は、社内規程「反社会的勢力排除に関する規程」を定め、新規取引先との取引に当

たっては、必ず反社会的勢力とのかかわりがない旨を確認し、取引基本契約書に当該内
容を明記するか、暴力団等排除の覚書を締結している。また、当社は赤坂懇話会に加入
し、同会が主催する講習会に出席するほか、定期的に反社会的勢力の活動状況に関する
情報を取得している。当社では、上記の新規取引先への反社会的勢力チェックに加え、
当社株主、当社役員、当社執行役員、既存取引先についても、反社会的勢力とのかかわ
りがない旨を専門の業者に依頼して必ずチェックしている。また、当社従業員について
は、全従業員から反社会的勢力と一切の関わりがない旨の誓約書を徴収している。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の運用

状況の概要
・コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、原則として年に１度、コン

プライアンス委員会を開催し、法令遵守について審議し、審議結果等を直近の経営会議に
報告しております。

・コンプライアンスに関する教育･研修計画を年度毎に策定し、定期的な教育･研修（以下
「研修等」という）を実施しております。社員の入社時には、個人情報保護、インサイダ
ー取引の防止に関する研修等を実施している他、全社員を対象とした情報セキュリティ及
びコンプライアンスに関する研修等を実施しております。

・内部監査室及び監査等委員会による監査において、各種法令、定款、社内規程等の遵守状
況のモニタリングを行い、当社役員及び使用人の職務執行が適合しているか否かの確認を
実施しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制の運用状況の概要
・記録保存規程に基づき、株主総会議事録、取締役会議事録、取締役の職務に係る付議申請

書・稟議書等の決裁書類かつ報告書類及び各種契約文書等、取締役の職務の執行に係る情
報に関しては、同規程の定めにより、適切に保存及び管理しております。

・上記書類等は取締役又は監査等委員会もしくは内部監査室等による要請があった場合に備
え、適宜、閲覧可能な状態を維持しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制の運用状況の概要
・リスクマネジメント規程に基づき、発生した各種のリスクについてコンプライアンス委員

会で審議し、必要な対応策などを検討したうえで、経営会議に報告しております。また、
発生するリスクのモニタリング、リスク対応策の構築等、管理体制を整えております。

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の際は、対策事務局を立ち上げ、社員に対する健康
状況のモニタリングや感染予防・感染拡大防止策を実施しております。

・当社社員に対する安否確認システムの実効性を高めるため、大規模災害の発生を想定した
訓練の実施等、危機管理対応の整備を図っております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の運用状況の概要
・取締役会を原則として月1回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催することに合わ

せ、執行役員制度の導入及び経営会議の開催を通じ、意思決定の迅速化を図り効率的に業
務執行を行っております。

・当事業年度の事業計画に基づき、計数的目標の予算と実績を分析し、事業目標の達成を推
進しております。

・ITシステムの主管部門において整備を進め、全社レベルでの最適化を推進しております。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制の運用状況
の概要
・当社グループの企業価値の向上を目的に、子会社管理規程により子会社に関する管理体制

について定め、子会社の経営管理を行っております。
・子会社における取締役会決議事項のうち、経営に関わる重要事項等に関して、当社経営会

議での承認事項とし、事前審議の対象としております。また、月次損益実績や営業上重要
な事項等を報告事項と定め、当社経営会議へ報告を行っております。

・職務の執行が効率的に行われることを確保するため、子会社は職務権限の整備やIT等を利
用した業務の合理化及び意思決定の迅速化並びに財務報告の信頼性確保のため、整備を進
めております。

・当社は子会社を含む全体のコンプライアンス体制を構築するため、子会社に対しても法
令・定款及び社内規程の遵守を徹底するため、適宜、モニタリングを行っております。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置く事を求めた場合における当該使用人に関
する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査等委員会の当該使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項等の運用状況の概要
・監査等委員会の職務を補助する使用人を配置し、監査等委員会の職務の補助を優先的に取

り扱うことにより、その体制を維持しております。
・監査等委員会の職務を補助する使用人に関し、監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役

及び社員に周知徹底することにより、監査等委員会の指示の実効性を確保しております。

⑦ 取締役及び使用人の監査等委員会への報告に関する体制、子会社の役員及び使用人等から報
告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制、及び監査等委員会に報告をし
た者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

－ 14 －



2025/05/27 17:52:02 / 24180709_株式会社フォーラムエンジニアリング_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

の運用状況の概要
・監査等委員は、取締役会以外にも経営会議やその他会議体に必要に応じて出席し、状況を

把握しております。また、内部統制に関する事項についても定期的に報告を受けておりま
す。

・監査等委員会に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを
行うことを禁止し、その旨を周知徹底しております。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制の運用状況の概要
・監査等委員会は、代表取締役や会計監査人及び内部監査室と適切に相互の連携を図ってお

ります。また、会社の費用負担により、弁護士、会計士等の専門家の助言を必要に応じて
受けております。

⑨ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項の運用状況の概要
・監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きについては、監査等

委員の請求に基づき適切に費用負担をしております。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制の運用状況の概要
・反社会的勢力の排除に関する規程に基づき、反社会的勢力排除に向けた体制を構築してお

ります。運用に当たっては反社会的勢力排除の為のマニュアルを策定し、その徹底を図っ
ております。

－ 15 －



2025/05/27 17:52:02 / 24180709_株式会社フォーラムエンジニアリング_招集通知

ご参考　コーポレート・ガバナンス

ご参考 コーポレート・ガバナンス

◆コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要な課題と位置づけております。
「コーポレート・ガバナンス基本方針」を定めた上で、ガバナンスを機能させるために、経
済・社会の構造的変化や当社を取り巻く経営環境の変化に迅速に対応できる業務執行体制の
確立と適切な管理・監督体制を合わせて構築することで、経営の効率化及び適正性、透明性
の向上を図っております。

　本株主総会における第２号議案及び第３号議案をご承認いただいた場合のコーポレートガバナンス
体制における概要は以下のとおりとなります。

代表取締役 内部監査室

経営会議

コンプライアンス
委員会

株 主 総 会

取締役会

独立社外１名社内３名

議長
指名・報酬委員会

委員長

独立社外２名社内１名
独立社外２名社内１名

監査等委員会 会 

計 

監 

査 

人

各業務執行部門

子会社

委員長諮問

答申

連携

選任・解任 選任・解任 選任・解任

選定・解職
監査

報告

連携

連携報告

指示

報告

監査

監査

監督

報告

報告指示

報告

管理 報告

監査

報告
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ご参考　コーポレート・ガバナンス

◆推進体制と構成
　当社は監査等委員会設置会社の体制を採用しております。
　取締役会は計7名で構成され、経営の重要な意思決定を行うとともに、当社の持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上を目指す取り組みを行います。取締役会構成メンバーのうち
３名の独立社外取締役が業務執行取締役の職務執行の監査・監督をしております。
また、２名の女性取締役のほか、１名の外国人取締役で構成され、取締役会における多様性
を重視しております。
　監査等委員会は、監査等委員である社内取締役1名、監査等委員である社外取締役2名で
構成され、独立した立場で取締役の職務執行を監査・監督しております。
　取締役の人事及び報酬の客観性・透明性の向上のため、「指名・報酬委員会」を任意に設
置しております。
　取締役は、原則月1回開催される取締役会において、経営に関する重要事項等について、
審議・決定を行う他、経営会議や、コンプライアンス委員会からの報告・助言を通じて、適
正な意思決定を行う体制を整えております。
　コンプライアンスを確保するため、内部監査担当部門において継続的に業務監査を行うと
ともに、監査等委員会が取締役の職務執行を監査し、コンプライアンス遵守の徹底を図って
おります。
　内部監査担当部門は、代表取締役に直属する体制としており、これに加え、監査計画や監
査の結果のうち重要なものについて、取締役会及び監査等委員会へ直接報告する体制を構築
しており、ガバナンスの向上に努めております。

◆ガバナンスに関する実効性の分析・評価
　当社は、取締役会が「コーポレート・ガバナンス基本方針」に定める役割・責務に沿った
運営がなされているかを検証し、その結果に基づき改善を行うことで取締役会の機能を継続
的に向上させることを目的として、年に1回、取締役会の実効性評価を実施しております。
　今般、2024年度の取締役会の実効性評価としては、「取締役会の役割・機能」、「取締
役会の構成・規模」、「取締役会の運営」、「監査機関との連携」、「経営陣とのコミュニ
ケーション」、「株主・投資家との関係」、「前年比ガバナンス体制の進展（総括）」の7
項目を中心に確認しており、当該結果を踏まえ、現状認識、課題への対応方針等の議論を深
めることにより、取締役会の実効性の維持とさらなる機能の向上に努めてまいります。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 117 129 13,242 △568 12,921

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,058 △3,058

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,884 2,884

自 己 株 式 の 処 分 △28 136 107
譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 27 31 58
自己株式処分差損の振替 0 △0 －
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) － －

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － △175 167 △7

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 117 129 13,067 △401 12,913

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

為替換算調整勘定 その他の包括利益
累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 46 46 322 13,289

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,058
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,884

自 己 株 式 の 処 分 107
譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 58
自己株式処分差損の振替 －
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △46 △46 △70 △117

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △46 △46 △70 △125

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △0 △0 251 13,164

（単位：百万円）

（注）　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

建物 ８年～15年
工具、器具及び備品 ５年～10年

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 Cognavi India Private Limited

(2) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
ロ. その他有価証券 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額
法）を採用しております。また、海外子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年～６年）に基づいております。
ハ. リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

ニ. 使用権資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
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連結注記表

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計
上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは、エンジニア人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提
供しております。人材派遣サービスについては、契約に基づき労働力を提供
する義務を負っております。当該履行義務は、派遣社員による労働力の提供
に応じて充足されると判断し、派遣社員の派遣期間における稼働実績に応じ
て収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義務を充足してから1
年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

２．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 778百万円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基づき、将来減算一時差異のうち
将来にわたり税金負担額を軽減することが認められる範囲内で認識しております。過去（3年）及び当連
結会計年度において、課税所得は安定的に生じていると判断していること等から、当社は、「繰延税金資
産の回収可能性に関する適用指針」における企業の分類を分類２に該当するものとして、回収が見込まれ
る繰延税金資産の金額を決定しております。事業計画の策定にあたっては、翌連結会計年度における当社
の稼働人員の増加を見込んでおります。しかしながら、繰延税金資産の回収可能性の見積りは、将来の事
業環境の変動などによって影響を受ける可能性があります。課税所得の発生時期及び金額に著しい変動が
生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性
があります。
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連結注記表

当座貸越極度額 7,500百万円
借入実行残高 ー
借入未実行残高 7,500百万円

コミットメントライン設定金額 2,000百万円
借入実行残高 ー
借入未実行残高 2,000百万円

３．連結貸借対照表に関する注記
(1)　有形固定資産の減価償却累計額　444百万円

(2)　当座貸越契約及びコミットメントライン契約
当社は必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結、取引金

融機関２行とシンジケートローン方式のコミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基
づく連結会計年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

(3)　財務制限条項
当社のコミットメントライン契約には、財務制限条項がついており、下記の各号を遵守することを確約し

ております。
①　2024年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を

2023年３月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。
②　2024年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する2期について、各年度の決算期におけ

る単体の損益計算書に示される経常損益が2期連続して損失とならないようにすること。
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連結注記表

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,958 37.50 2024年３月31日 2024年６月26日

2024年11月８日
取 締 役 会 普通株式 1,100 21.00 2024年９月30日 2024年12月６日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,682 32.00 2025年３月31日 2025年６月26日

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　　普通株式　　　　　53,419,200株

(2)　剰余金の配当に関する事項
①　配当金の支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(3)　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数

　　普通株式　　　　　648,600株
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連結注記表

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 10

５．金融商品に関する注記
(1)　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等で運用し、資金調達が必要な場合は銀行借入
による方針であります。なお、デリバティブ取引は利用しない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しましては、債権管
理規程等に沿って残高を管理し、リスク軽減を図っております。
　短期借入金の使途は主に運転資金であります。未払金、未払法人税等及び預り金は、１年以内の支払期
日であります。短期借入金、未払金、未払法人税等、預り金の流動性リスク（支払期日に支払いを実行で
きなくなるリスク）については、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成することに
より管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因
を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2)　金融商品の時価等に関する事項
　該当事項はありません。
　現金は注記を省略しており、預金、売掛金、リース債務（流動負債）、未払金、未払法人税等及び預り金
は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。また、重要性
の乏しい金融商品については記載を省略しております。
　以下の金融商品は、市場価格がない株式のため記載しておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上
額は以下のとおりであります。
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１年以内
(百万円)

1年超
5年以内

（百万円）

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 11,633 － － －

売掛金 4,134 － － －

合計 15,768 － － －

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内

（百万円）

３年超
４年以内

（百万円）

４年超
５年以内

（百万円）

リース債務 23 24 25 21 1

合計 23 24 25 21 1

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）2．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(3)　金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
　　　　　　　  の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
　　　　　　　  に係るインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　該当事項はありません。

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

主要な製品及び
サービス

エンジニア
派遣サービス 34,283

その他 404
合計 34,688

当連結会計年度
契約負債（期首残高） 11
契約負債（期末残高） 74

６．収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　当社グループの事業セグメントは、エンジニア派遣・紹介事業の単一セグメントでありますが、主要なサー
ビスの収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等(2)会計方針に関する事項④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　①　契約負債の残高等

（単位：百万円）

契約負債は主に、新卒紹介の掲載料について顧客から受け取った一定期間分の前受金に関するもので
あり、貸借対照表上、流動負債の「その他」に含まれております。契約負債は、収益の認識に伴い取
り崩されます。
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当連結会計年度

１年以内 69
１年超 4
合計 74

　②　残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

７．１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額　　　　　　　　245円66銭
　　１株当たり当期純利益　　　　　　　  55円08銭

８．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　   産 　   の 　   部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

14,643
10,365
4,133
125
18

4,223
405
261
144
998
983
14

2,820
10

1,599
778
432

　

（ 負 　   債 　   の 　   部 ）
流 動 負 債 5,488
未 払 金 917
未 払 費 用 581
未 払 法 人 税 等 1,026
預 り 金 114
賞 与 引 当 金 1,900
そ の 他 947

負 債 合 計 5,488
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 13,379
資 本 金 117
資 本 剰 余 金 129
資 本 準 備 金 129

利 益 剰 余 金 13,533
利 益 準 備 金 22
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,510
別 途 積 立 金 1,800
繰 越 利 益 剰 余 金 11,710

自 己 株 式 △401
純 資 産 合 計 13,379

資 産 合 計 18,867 負 債 純 資 産 合 計 18,867

計算書類

（注）　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 34,683
売 上 原 価 24,170
売 上 総 利 益 10,513
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,925
営 業 利 益 4,587
営 業 外 収 益
受 取 利 息 5
受 取 手 数 料 2
助 成 金 収 入 8
そ の 他 1 17

営 業 外 費 用
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 3
雑 損 失 0 3

経 常 利 益 4,602
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1 1

税 引 前 当 期 純 利 益 4,600
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,441
法 人 税 等 調 整 額 3 1,445

当 期 純 利 益 3,155

（注）　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 117 129 － 129 22 1,800 11,615 13,437

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,058 △3,058

当 期 純 利 益 3,155 3,155

自 己 株 式 の 処 分 △28 △28
譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬 27 27
自 己 株 式 処 分
差 損 の 振 替 0 0 △0 △0

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 95 95

当 期 末 残 高 117 129 － 129 22 1,800 11,710 13,533

株主資本 純資産
合　計自己株式 株主資本

合　　計
当 期 首 残 高 △568 13,115 13,115

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,058 △3,058

当 期 純 利 益 3,155 3,155

自 己 株 式 の 処 分 136 107 107
譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬 31 58 58
自 己 株 式 処 分
差 損 の 振 替 － －

当 期 変 動 額 合 計 167 263 263

当 期 末 残 高 △401 13,379 13,379

（注）　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）を採用しております。

②　子会社株式
　　移動平均法による原価法を採用しております。

③　その他有価証券
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。

建物　　　　　　　　８年～15年
工具、器具及び備品　５年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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個別注記表

②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

(4)　収益及び費用の計上基準
　当社は、エンジニア人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提供しております。人材派遣サービスにつ
いては、契約に基づき労働力を提供する義務を負っております。当該履行義務は、派遣社員による労働力の
提供に応じて充足されると判断し、派遣社員の派遣期間における稼働実績に応じて収益を認識しておりま
す。なお、取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており
ません。

２．会計上の見積りに関する注記
　　繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 778百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。
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当座貸越極度額 7,500百万円
借入実行残高 ー
借入未実行残高 7,500百万円

コミットメントライン設定金額 2,000百万円
借入実行残高 ー
借入未実行残高 2,000百万円

３．貸借対照表に関する注記
(1)　有形固定資産の減価償却累計額　416百万円

(2)　当座貸越契約及びコミットメントライン契約
当社は必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結、取引金

融機関２行とシンジケートローン方式のコミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基
づく事業年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

(3)　財務制限条項
当社のコミットメントライン契約には、財務制限条項がついており、下記の各号を遵守することを確約し

ております。
①　2024年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を

2023年３月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。
②　2024年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する2期について、各年度の決算期におけ

る単体の損益計算書に示される経常損益が2期連続して損失とならないようにすること。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　普通株式　　　　　856,394株
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繰延税金資産
賞与引当金 582百万円
ソフトウエア 116
その他 153

繰延税金資産小計 852
評価性引当額 △74
繰延税金資産合計 778

５．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産の発生原因別の主な内訳

6．収益認識に関する注記
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（4）

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

7．１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額　　　　　　　　254円53銭
　　１株当たり当期純利益　　　　　　　  60円26銭

8．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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